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要旨：本研究委員会は，設計仮定値を上回る強い地震動に対しても，生じ得る損傷の程度を

充分把握して，補修を考慮した経済的かつ安全な構造物の提供およびその設計法の構築を目

指して活動を行った。委員会では，上記目的を達成するために，①復旧性を考慮した耐震設

計法の枠組みの提案，②損傷評価および損傷制御に関して現存する規基準類や被災時の評価

例の調査，③補修後構造物の性能評価法構築の基礎資料となる関連技術の調査・検討を行っ

た。 
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1. はじめに 

 兵庫県南部地震によるコンクリート構造物の

大被害を受けて，これまでの設計体系に対する

見直しが行われ，大地震に対しては降伏以降の

エネルギー吸収を事前に考慮した靱性設計が明

確に取り入れられるようになるとともに，性能

評価型（照査型）設計への移行が進みつつある。

性能評価型設計においては，「使用性」「修復性

（復旧性）」「安全性」という要求性能を明確に

定義し，それに対応した「使用限界状態」「修復

限界状態」「安全限界状態」の各種限界状態を目

標の水準に設定し，想定外乱に対し構造物の応

答が設定した性能を満たすことを確認する必要

がある。注目すべき点は，日常の使用に関わる

使用性のほかに，地震などに対して財産の保全

を図る「修復性（復旧性）」も基本性能として加

わったことである。 

 このような背景のもと，2004 年度に FS

（Feasibility Study）課題として「被災構造物の補

修補強後の耐力変形性状研究委員会」が設置さ

れ，一年間の調査研究活動で，被災構造物の復

旧を体系的に考えることの必要性，そのための

幾つかの検討課題が明確にされた１）。 

本委員会は，「被災構造物の補修補強後の耐力

変形性状研究委員会」の活動に引き続き，「修復

（復旧）性能を明確にした耐震設計法」の構築

を目指して，被災構造物の損傷評価や補修後の

性能評価などの関連する項目とともに，二年間

の調査研究活動を行ったので，その成果の概要

を報告する。  

 

2. 委員会活動の概要と背景 

補修・補強に関する研究や委員会は既に多く

あるが，本研究委員会では，表－１に示す委員

により，「復旧（修復）性能を明確にした耐震設

計法」の構築を目指した検討を行った。すなわ

ち，これまでの大地震，特に兵庫県南部地震や

新潟県中越地震などの被害性状などを教訓とし

て，設計仮定値を上回る強い地震動に対しても，

生じ得る損傷の程度を充分把握して，補修を考

慮した，経済的かつ安全な構造物の提供および

その設計法確立の為の検討を行った。 

委員会では，上記目的を達成するために，図

－1に示すような，経時劣化を生じるコンクリー
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ト構造物の性能変化の概念に基づき，復旧性能

を考慮した耐震設計 WG，損傷評価 WG，補修・

補強後の性能評価 WG の三つの WG を作成し精

力的に調査研究活動を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その背景としては，ある時間に地震作用によ

り構造物が被災し，補修・補強を行いその後も

供用を行う場合，構造物にどの程度の性能低下

が生じたのかを正確に把握すること（損傷の評

価），適切な補修・補強を施しそれによって補

修・補強後の構造物が所定の性能を回復してい

るかを判断すること（補修・補強後の性能評価），

および構造物の残りの供用期間と性能回復に必

要な費用とを勘案し，経済的に無理のない補

修・補強が行えるかどうかを確認すること（復

旧性能の評価）が重要となると考えたためであ

る。さらには，設計段階において，これらのプ

ロセスを事前に考慮して構造物を構築する必要

性も将来的には必要と考えた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 委員会報告書の概要 

本研究委員会の成果は，報告書として表－2 の

目次のようにとりまとめた。報告書では主に以

下の項目について取りまとめられている。 

①損傷評価および損傷制御に関して，現存する

規基準類や被災時の評価例の紹介 

②補修後構造物の性能評価法の構築の為に必要

となる，補修方法の留意点，最近の実験的な研

究事例，既存の力学モデルによる補修後試験体

実験の解析から適用性の検討結果 

③復旧性能に関する関連項目や背景についての

調査結果ならびに，復旧性を考慮した耐震設計

法の枠組ついての提案 

性能 

時間

WG2 
損傷評価 WG3 

補修・補強後の性能評価

WG1 
復旧性能を考慮した耐震設計

図－1 WG の位置づけ 

１．委員会の目的 

1.1 委員会の趣旨 

1.2 委員会の活動内容 

1.3 キーワード 

２．復旧性が問題となった被害事例の調査・分析 

2.1 土木 

2.2 建築 

３．損傷評価および損傷制御 

3.1 既存の損傷評価法の紹介 

3.2 損傷評価に関する研究の現状 

3.3 損傷制御 

４．被災構造物の補修後の性能評価 

4.1 被災構造物の補修について 

4.2 補修後の力学挙動に関する既往の研究事例 

4.3 補修後の力学的性能評価 

4.4 補修後構造物の動的挙動 

4.5 補修構造物の性能評価における今後の課題 

５．復旧性を考慮した耐震設計法 

5.1 復旧性を考慮した耐震設計法の必要性 

5.2 既往の耐震設計法における復旧性能の扱いに

関する調査・比較 

5.3 復旧性を考慮した耐震設計の枠組み 

６．まとめ 

表－2 報告書目次 表－1 委員会構成 

委員長：白井伸明（日本大学） 
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大学），小林薫（東日本旅客鉄道） 

委員：伊藤 睦（中部大学），稲熊弘（JR 東海），

岡野素之（大林組），河野隆史（竹中工務

店），北山和宏（首都大学東京），斉藤成彦

（山梨大学），堺淳一（土木研究所），鈴木

計夫（大阪大学），宗栄一（ショーボンド

建設），滝本和志（清水建設），田才晃（横

浜国立大学），田嶋和樹（日本大学），前田

匡樹（東北大学），牧剛史（埼玉大学），向

井智久（建築研究所） 

通信委員：勝俣英雄（大林組），北嶋圭二（青木

あすなろ建設），藤永隆（神戸大学） 
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次章以降では，上記①～③の項目として，報

告書の三章から五章でとりまとめた内容の一部

について略述する。 

 

4. 損傷評価および損傷制御 

三章では，損傷評価および損傷制御に関して，

現存する規基準類や被災時の評価例，ならびに

関連する研究の現状の調査結果について記述し

た。 

4.1 規基準類における損傷評価法 

建築分野では種々多様な新築および既存建物

の性能評価を数多く行う必要性から，日本建築

学会や日本建築防災協会などの関係団体は，規

基準を発展させることで対応してきており，比

較的誰にでも得られる形で情報が存在する。報

告書では，建築分野で比較的良く用いられる国

内外の規基準類として，「既存鉄筋コンクリート

造建築物の耐震診断基準・同解説（日本建築防

災協会）」，「震災建築物等の被災度判定基準およ

び復旧技術指針（日本建築防災協会）」，「鉄筋コ

ンクリート造建物の耐震性能評価指針（案）・同

解説（日本建築学会）」，「FEMA 356-Prestandard 

and Commentary for the Seismic Rehabilitation of 

Buildings（ASCE）」についてとりまとめた。例え

ば，建築学会の耐震性能評価指針（案）では，

設計された建物の耐震性能を指標によって表現

して，従来のような基準レベルを上回っている

ことを確認するだけでなく，保有する耐震性能

を確定値あるいは確率によって定量化している。

この指針では，限界状態として使用性，修復可

能性および安全性に対応する三段階を設定し，

供用期間中に発生する可能性のある地震動によ

って建物がそれぞれの限界状態を超過する確率

を求めており，限界状態における性能は主に変

形に基づいて評価することが特徴である（図－

2）。最終的には，建物が保有する耐震性能の指

標を，限界地震動の強さに対する基準地震動の

強さの比によって確定的に表現している。 

これに対し，土木分野における被災後の性能

評価に関しては，被災時における社会的・経済 

 

 

 

 

 

 

 

 

的要素を加味して判断する必要性から，事例ご

とに損傷程度の判断や復旧方法を決めざるを得

ず，損傷評価のマニュアルは固定されていない。

地震が発生しても土木構造物が損傷しないのが

理想的であるが，発生する地震の大きさは様々

であり，既存の土木構造物を耐震補強したとし

ても，被災を受ける場合も想定される。被災し

た土木構造物を早期に復旧するためには，①当

該構造物の耐震性能をあらかじめ推定し，損傷

が発生しそうな部位を予測しておくこと，②損

傷度を軽微にするため，必要により耐震補強を

施しておくこと，③被災構造物に対する補修や

補強の要否や供用の持続の可否の判定を迅速に

行えるように，的確な損傷評価方法を確立して

おくこと，④損傷度に応じた補修方法あるいは

取替方法を整備しておくこと，を整備する必要

があると考えられる。報告書では，鉄道および

道路のコンクリート構造物を例に，被災した土

木構造物を早期復旧するための重要となる上記

のファクターのうち，①～③の現状と課題につ

いて，詳しい説明を行なった（図－3）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

D

L ∑Wf

Rf D 

∑Ws

Rs 

∑Ws 

θ 
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図－2 損傷評価に用いる梁部材変形モデル

（建築学会の指針 2)より） 
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図－3 RC 部材の荷重－変位履歴曲線と損傷

程度との関係（鉄道構造物の例） 
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4.2 損傷評価・損傷制御に関する研究の現状 

部材および構造物全体の限界状態の設定方法

について「鉄筋コンクリート造建物の耐震性能

評価指針（案）・同解説」を調査し，損傷評価と

の関係について整理した。また，海外における

取組みの例として，構造物の安全限界状態であ

る全体崩壊状態を決定するための方法論につい

て触れるとともに，今後の展望として PEER の

取組みを紹介した。 

被災した構造物の残存性能の予測と評価とし

ては，残留ひび割れ幅と部材変形の関係の評価，

部材の残留ひび割れ幅と残存耐震性能の関係の

評価，柱の擬似動的実験による残存耐震性能評

価，地震応答解析による構造物の残存耐震性能

評価に関して最近の研究事例を示した。 

さらに，在来工法で補強された建物の耐震性

能評価，実際に耐震補強された建物の被災事例，

制振・免震装置などによって補強された骨組の

地震時挙動，制振補強された建物の性能を簡易

に評価する方法について紹介した。 

地震時に構造物が被る損傷レベルが評価可能

となれば，次のステップとして，如何にその損

傷レベルを低減・抑制・制御するか，すなわち

“損傷制御”の実現が重要となる。しかし，“損

傷制御”と一概によんでも，損傷制御を目的と

する技術は多岐にわたり，①免制震化等による

構造物全体の損傷制御技術（図－4），②ＰＣ化

や鉄筋のアンボンド化等による部材の損傷制御

技術，③繊維混入コンクリート等による損傷制

御のための新しい材料技術，など対象は広範囲

に及ぶ。そこで，“損傷制御”という名目で現在

どのような研究が実施されているかについて研

究の現状について調査した結果について記した。 

 

 

 

 

 

 

 

5．被災構造物の補修後の性能評価 

四章では，補修後構造物の性能評価法の構築

を目指し，また今後の基礎資料に資する目的で，

補修方法の留意点，最近の実験的な研究事例，

既存の力学モデルによる補修後試験体実験の解

析からその適用性の検討を行った。 

5.1 補修後の力学挙動に関する既往の研究事例 

(1)補修後構造物の剛性評価に関する既往の研

究 

 補修後構造物の剛性評価に関する研究につい

て，過去約 20 年間に実施されたものを調査した。

主な内容は以下の通りである。 

(a)補修後の初期剛性は，無損傷時の全断面有効

剛性よりも低下する。この原因としては，す

べてのひび割れに樹脂を注入することができ

ないこと，補修材（ひび割れ注入材，断面修

復材）の弾性係数がコンクリートより低いこ

とが考えられる。 

(b)かぶりコンクリートのみの置換では，元の性

能に戻らない。 

(c)補修後の耐力は，無損傷時の耐力と同等かそ

れ以上に回復する。この原因として，軸方向

鉄筋のひずみ硬化および時効効果，補修材料

の引張強度の貢献が挙げられる。 

(2)建築構造物における実験的研究例 

建築構造物の最近の実験的研究として，①耐

震補修・補強された RC 造４層立体フレーム構造

の振動台実験 5），②SRC・RC 骨組み SRC 柱 6）

実験の概要を紹介した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

RC 造４層立体フレーム構造の振動台実験 5）

では，4 層 1×3 スパンの 1/4 スケール模型で行

(a)制振デバイス (b)粘弾性ダンパー 

図－4 制振デバイス付き RC 造骨組の例 3)4) 
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写真－1 試験体形状(損傷前) 
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われている。補修補強前の試験体を写真－1に示

す。実験結果は，採用した補修・補強工法はそ

の目的に応じて効果を発揮し，実験の範囲内で

はあるが，補修・補強後の挙動は部材実験の知

見から推定してよいことが確認された。 

(3)土木構造物における実験的研究例 

 土木構造物を対象にした最近の実験的研究事

例として，鉄道構造物を対象とした一連の交番

載荷試験 9）～10）の概要を紹介した。 

特に，損傷度をパラメータとした柱部材の補

修効果の確認実験 8）では，損傷度を変化させた

柱部材に，同一の補修方法を行った場合の復元

効果の確認が行われた。初期剛性，最大荷重と

もに，損傷度が大きい試験体を補修したものほ

ど復元率がよい結果であった。一方，変形性能

については，損傷度が大きくなると復元率が悪

くなるといった結果が得られた。 

5.2 補修後の力学的性能評価 

補修後構造物の性能評価法構築の基礎資料と

するため，補修後試験体の実験結果をファーバ

ーモデルによる解析，部材レベルの力学モデル

での解析を行い，その適用性について検討を行

った。主な検討結果は以下の通りである。 

(1)ファイバー解析による補修後 RC 柱の検討 

 エポキシ樹脂モルタルにより断面修復が施さ

れ，再度正負交番載荷された鉄道構造物の RC 柱

供試体に対して，ファイバーモデルにより正負

交番載荷解析を行った。断面修復の効果は，軸

方向鉄筋外側の領域に，エポキシ樹脂モルタル

の材料特性を仮定して考慮した。 

簡易な材料モデルの使用や補修後の柱基部の

複雑な応力状態を再現していないこと等，解析

では簡略化した条件を用いたが，水平力～水平

変位関係における骨格曲線（図－5）は被災前，

補修後ともに解析により一定の精度で再現でき

る結果を得た。補修後の曲げ剛性の低下につい

ては，軸方向鉄筋の初期弾性係数を 20%低減す

ることにより，一定の精度で再現可能であった。

また，軸方向鉄筋のひずみ硬化の影響を，降伏

強度を 20%増加させることで考慮すると解析精

度が向上した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)ファイバー解析による補修後SRC部材の検討 

可撓領域と弾性体からなる解析モデルを仮定

し，断面分割法により補修した SRC 柱および骨

組の挙動解析を行った。炭素繊維での拘束の影

響をコンクリートの応力-ひずみ関係に考慮した。 

初期剛性を実験値と整合するように可撓領域

長さを 2.5D（D: 断面せい）にすると，実験挙動

と解析挙動は概ね良い対応を示すことが確認さ

れた。 
 (3)FEM 解析による補修後 RC 梁の検討 

図－6，図－7 に示すせん断破壊する仮想 RC

図－6 仮想 RC はりの諸元とメッシュ分割図       図－7 荷重－変位関係の比較 
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 図－5 ﾌｧｲﾊﾞｰモデル解析の一例 
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はり部材の補修後の載荷解析例を示す。解析手

順は，初回載荷解析により仮想 RC はりをせん断

破壊させた後に荷重を除荷し，損傷情報を出力

する。補修後載荷解析では，この損傷情報を引

継ぐと共に，補修作業をモデル化した後に，再

度初回載荷時と同様な荷重を作用させた。ひび

割れ注入のモデル化は，残留ひび割れ幅に応じ

て補修されたコンクリートのマクロな剛性の変

化と，コンクリートの引張強度の回復とした。 

本検討は，せん断破壊した RC はり部材に対し

て，ひび割れ注入した補修部材の性能評価を想

定したものであるが，定性的には既往の実験で

得られた知見 11）12）とほぼ一致するような結果が

予測された。 

5.3 補修後構造物の動的挙動 

(1)ファイバー解析による補修後 RC 柱の動的挙

動に関する検討 

 補修後の鉄筋コンクリート柱の動的挙動評価

のため，5.2(1)で記述したものと同一のモデル

を用いて地震応答解析を行った。解析結果は，

対象とした地震動に対して，補修後は応答変位

で最大 27%増加し，最小で 36%低下した。構造

物の曲げ性能と地震動の卓越周期の関係によっ

て，被災前と補修後で応答特性が変化するもの

と考えられる。 

(2)補修後の影響を考慮した５層建物の動的挙

動に関する検討 

補修後の 5 層建築構造物を対象に，剛性の低

下と補修後の耐力上昇を考慮した時刻歴応答解

析から地震時の挙動に対する検討を行った。 

スケルトンカーブで最大耐力点と仮定した部

材角を越えるような応答の場合には，健全時と

補修後のモデルによる違いが顕著に現れた。 

解析は，全層にわたって被害を受けたものと

し，全層で剛性を低下させて行っているが，実

際は損傷のレベルによって剛性の低下量も異な

る。また，非構造部材やスラブなども剛性に寄

与するものと考えられる。実状に則したスケル

トンカーブの設定に関しては今後の課題である。 
 

6．復旧性を考慮した耐震設計法 

これまで一般的に，大地震に対して人命の保

全を第一目標とした耐震設計が行われてきた。

経済損失の軽減を目的に明確な設計目標（損傷

限界）を設定し設計が行われてきたとは言い難

い。来る大地震に対する経済損失を低減するた

めには，経済基盤を支える土木・建築構造物の

復旧性能の確保を目的とした耐震設計法の確立

が望まれる。 

五章では復旧性能に関する関連項目や背景に

ついての調査結果をまとめるとともに，復旧性

を考慮した耐震設計法の枠組ついての提案を行

った。 

6.1 復旧性能に関する国内外の状況 

米国では，1989 年ロマプリエータ地震，1994

年ノースリッジ地震の後，西海岸の大都市が膨

大な経済損失を被ったことを背景に，第１世代

の性能評価型設計である Vision2000 および

FEAMA356 が，人命保護だけでなく建物の機能

性の保全を目的に作成された。現在，第２世代

の性能評価型設計法が ATC および PEER におい

て開発されつつあり，そこでは，地震による「機

能停止時間」や「復旧費用」が性能評価の重要

な指標として扱われている。現在，２５％完成

度のものが公開されており，今後７年間かけて

完成に向けて作業が行われる。 

一方，経済界では地震時のリスク評価やそれ

への対処方法として，ＰＭＬやＢＣＰといった

概念が注目を集めるようになってきている。 

PML（Probable Maximum Loss：予想最大損

失率）は地震リスクに対する不動産の資産価値

を評価する際に使用される指標である。PML は，

もともと保険業界で使われてきた指標で，米国

の火災保険で保険情報の一つとして生まれ， そ

の後，地震保険などの巨大災害のリスク評価で

も用いられるようになった。 日本の地震保険で

は，昭和 41 年の創設以来，総支払い限度額の設

定指標として PML が用いられ，保険制度運営上

の重要な指標となっている。 また，建築業界・

不動産業界では最近になって PMLを用いるよう
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になっており，その定義は「対象施設あるいは

施設群に対し， 最大の損失をもたらす再現期間

475 年相当（50 年間で 10％の超過確率）の地震

が発生した場合の 90％非超過確率に相当する物

的損失額の再調達費（再建築費用）に対する割

合」というものである。  

BCP(Business Continuity Plan：事業継続性計画)

は，新潟県中越地震で三洋電機が事業中断を余

儀なくされ，その波及効果により巨額の経済損

失を出したことを教訓に，急速に国内で注目を

集めるようになったものである。BCP は，地震

時における経済活動の中断を出来る限り短くし，

経済損失を最小にすることを目的としたもので

あり，災害の想定，影響度とその損失の評価，

重要業務が受ける被害の想定と重要要素(事業継

続性を最も大きく脅かす要素)の抽出からなって

いる。 

補修等の投資を決定する者（意志決定者）が

情報として最も重要視する地震時の「機能停止

時間」や「復旧費用」を，構造物の耐震性能指

標の一つとして捉え，これらを目標とした設計

法を模索することは世界的趨勢になりつつある

と言える。 

6.2 復旧性を考慮した耐震設計法の枠組 

震災後の復旧性能を考慮した耐震設計を行う

ためには，Step1：復旧性の面から設計対象構造

物の特性を分析し，Step2：適切な目標復旧性能

を定める，Step3：これに基づき構造物の設計あ

るいは性能照査を行うことが必要になる（図－8

参照）。委員会では以上の３ステップのうち，ス

テップ１と２のあり方について検討を行った。 

ここで示す設計法の枠組は次の３つの基本事

項に基づくものとなっている。 

①復旧性能を「経済的に無理なく復旧できる性

能」と定義する。 

②復旧性能の評価を復旧に要する費用と時間

（復旧費用と復旧時間）に基づき行う 

③復旧性能を安全性能とは独立の性能として捉

える。 

6.3 目標復旧性能の設定（Step2(図－8)） 

経済的観点から考えると，回復された構造物

の力学性能だけでなく，それに要した費用や時

間を考慮し復旧効果を判断することが必要にな

る。構造物によっては，前者だけ，あるいは後

者だけ考えればよいものもある。しかし，ほと

んどの場合に双方を考慮する必要がある。そこ

で目標復旧性能を，図－9に示すような地震動レ

ベル・復旧費用・復旧時間の３次元によって表

示することを考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

考える地震動レベルは， 

中小地震（Ｂ）：数十値に一度 

大地震（Ａ） ：数百年に一度 

極大地震（Ｓ）：1000 年に一度 

の３レベルとし，復旧性を，次の４レベルで表

現する。①ほとんど問題なし，②なんとか大丈

夫，③ギリギリ許容，④許容できない。 

これらを区切る復旧時間に関する境界を仮に，

３日，３週，３ヶ月，また，復旧費用（復旧費

用／初期建設費用）に関する境界を仮に，５％，

15％，30％とする。これを「基本形」として図

－10に示した。なお，これらの数値については，

 

図－9 復旧性能の３次元表示 

 

復旧性能
の３次元表示

地震動レベル

復旧時間

復旧費用

構造物の特性分析 構造設計 or 性能照査目標復旧性能の設定 

Step 1                        Step2                          Step3 

図－8 設計の流れ 
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充分な妥当性の検討を行う必要があり，その検

討は図-8 で述べた「step1：構造物の特性分析」

にあたるものであり次節で解説する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

復旧性能は安全性能とトレードオフの関係に

あることが考えられることから，得られた復旧

性能が安全性能との関連でどのような位置関係

にあるのかを検討する必要がある。この目的の

ため，さらに，地震動レベル・安全性能・復旧

性能の３次元表示を行う必要がある。 

6.4 復旧性能の面からの構造物の特性の分析 

（Step1(図－8)） 

復旧性能の面から構造物の特性を分析し，そ

の構造物に最適な構造設計を行うことが求めら

れる。既存構造物の持っている復旧性能に関す

る特性分析を充分に行うことによって精度の高

い復旧性能を意識した耐震設計が可能となる。 

特性分析は次の４点について行う。 

①復旧費用と復旧時間のどちらが重要か。 

②許容できる復旧費用・復旧時間はどの程度か。 

(復旧時間に関する境界３日，３週，３ヶ月，及

び，復旧費用（復旧費用／初期建設費用）に関

する境界５％，15％，30％は適切か) 

③損傷が発生した場合，復旧費用と復旧時間の

どちらが大きくなる構造物か。 

④安全性と復旧性のバランスは適切か。 
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